
償却資産申告書の記入例

 　　　 ふり がな

百万円

（ ）

 　　　 ふり がな

（ 電話 ）
伊豆花子税理士事務所

（ 電話 ）

17

18　備 　考　（添付書類等）
（ヘ）

決 　定　 価　 格

（有・無）

自己所有・借家

①

3,750,000

1,260,000 200,000

6,000,000

伊豆リース株式会社
　　伊豆市○○番地

事業所用家屋の所
有区分

　　取　　　　　　　　　　得　　　　　　　　　　価　　　　　　　　　　額　　

11,154,954

4,300,000

830,000

16,524,954

5,800,000

前年中に減少したもの （ﾛ）
円 円

前年中に取得したもの （ﾊ）

7
税理士等の

氏名

  計 ((ｲ)－(ﾛ)＋(ﾊ))  （ﾆ）

年

1,844,954

4,300,000

平成2

前年前に取得したもの (ィ)
円

資産の種類

630,000

630,000

円

1,844,954

　　　　　伊豆市小立野３８番地の３

株式会社　伊豆○商店
　　　　　　　　　    代表取締役　　伊豆　太郎

（屋号

6

評　　　価　　　額

この申告に応答す
る者の係及び氏名

事業開始
年  月

5

8

事 業 種 目

3.伊豆市内に該当資産なし

１.資産の増加減少なし   2.増加減少あり

3 個人番号又

は法人番号

市（区）町村内
における事業
所等資産の所

在地

15

16
借用資産

伊豆市小立野38-2

伊豆市小立野66-2

伊豆市八幡500-1

②

③

④

5,800,000

0

3,750,000

課　税　標　準　額

（ト）

4.解散、廃業をした（　　　年　月　日）　 　

5.その他（特記事項）

該当する番号に○印をつけてください。

伊
豆
市

資 産 の 種 類

所

有

者

　　　　　　いずしこだちの

（資本金等の金額）

4

1 構 築 物

3

2

5
車 両 及 び
運 搬 具

工具、器具
及 び 備 品

6

機 械 及 び
装 置

船 舶

航 空 機

１　住　所

２　氏　名

又は納税通
知書送付先

法人にあっては
その名称 及び
代表者の氏名

10

11

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 いずまるしょうてん

)（電話

10

税務会計上の償却方法13

青 色 申 告14)

0558-72-△△△△

伊豆　太郎
12

月

4

いず○
0558-72-□□□□

（ホ）

無

課 税 標 準 の 特 例

有

定率法

特別償却又は圧縮記帳

無

7

7 合      計

航 空 機

3

合 計

工具、器具
及び備品

1

2

車両及び
運 搬 具

5

6

船      舶

令和

12345678

8 年度

０５５８－７２－△△△△

令和 8 年 1 月

4

構 築 物

機械及び
装     置

伊 豆 市 長 　 あて

第
二
十
六
号
様
式

（
提
出
用
兼
控
用

）

※　所　有　者　コ　ー　ド

償却資産申告書（償却資産課税台帳）

9
各種食料品小売業

非 課 税 該 当 資 産

・有

有

日

・

4

・

無

無

・

短縮耐用年数の承認

増 加 償 却 の 届 出

10 百万円

・

無

無

　特例適用対象資産あり

定額法

有

・有

・

有

受付印

４欄 【事業種目】
事業種目はできるだけ具体的に記入してください。
２以上の事業を営んでいる場合には、主な事業種目を具体的に記入してください。
※法人の場合は、資本金額も記入してください。

１欄 【住所】、２欄 【氏名】
個人の場合…事業主の住所を記入してください。
法人の場合…主な事業所等の所在地を記入して

ください。
※ただし、それ以外で固定資産税に関する事務

を行っている場合は、その所在地を記入して
ください。 ５欄 【事業開始年月】

法人の場合…伊豆市内での事業開始年月
を記入してください。

個人の場合…事業開始年月を記入して
ください。

15欄 【事業所等資産の所在地】

伊豆市内の資産の所在地を記入し
てください。
２ｹ所以上ある場合には、その主た

る番号を ○で囲んでください。

17欄 【事業所用家屋の所有区分】
該当するほうを○で囲んでくださ

い。

【前年度中に取得したもの（ﾊ）】
新規取得した資産の取得価格の合

計額を種類別に記入してください。

電算申告以外の方は記入の必要はありません。

(※ただし電算申告の方は必ず記入してください。)

申告書は、資産の移動がない場合、該当資産がない場合、廃業、転出、休業の場合でも必ず提出してください。

８～14欄
該当するほうを○で囲んでくださ
い。

16欄 【借用資産（リース資産）】
該当するほうを○で囲んでください。
有の場合は、貸主（ﾘｰｽ会社）の
名称等を記入してください。

【計 ((ｲ)－(ﾛ)＋(ﾊ))  （ﾆ）】
計算した額を、資産の種類別に記

入してください。

申告書を郵送させていただいた方
で、同封の申告書以外で申告する方
は、必ずこの所有者コードを転記し
てください。

【前年中に減少したもの(ﾛ)】
減少した資産の取得価格の合計額

を種類別に記入してください。

３欄 【個人番号又は法人番号】
個人番号を記入した申告書を提出していただく

場合、マイナンバー法に定める本人確認が必要と
なるため、資料の添付をお願いします。
なお、マイナンバーの記載が無い場合でも申告書

は有効なものとして受理します。

課税標準の特例が適用される資産が
ある場合はその旨を備考欄に追記し
てください。

18欄 【備考】
該当する番号に○印をつけてくださ
い。



償却資産種類別明細書(増加資産・全資産用)記入例

1 枚のうち

1 枚　　目

資産 （ロ）

の 減 価

種類 残存率 率 コード

十億 百万 千 円 十億 百万 千 円

特例
15-26-1

１ ・ ２

３ ・ ４

摘　　要

特例
349-3-6

滅失

第
二
十
六
号
様
式
別
表
一

（
提
出
用
兼
控
用

）

増
加
事
由

※　所　　有　　者　　名

株式会社　伊豆○商店

１ ・ ２

３ ・ ４

令和 8 年度

4 19

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

4 19

4

 の  特  例価　　　　額

　0.

　0.

　0．

　0．

　0．

　0．10

9

数
 

量

取得年月

年
号

（イ）

月
取  得  価  額

3 1063

4 261 5

所  有  者  コ  ー  ド

12345678

資産コ ー ド

1 1

資   産   の   名   称   等
行
番
号

種 類 別 明 細 書 （増加資産・全資産用）

3 3 漁船　いずや丸

3

2 1

広告塔

駐車場舗装

1

1

課 税 標 準 額

課税標準

26 6フォークリフト

1,000,000

4,300,000

（ハ）

年

844,954

耐
用
年
数

63 10
円

20 　0．

テレビ

14 5

5 6 1

パソコン 306 6 4

5 6 5テレビ

5 6 コピー機 4

０７ 2 　0．4 105 175,800,000太陽光発電

１１ 6 　0．4 75 6200,000エアコン

１２ 　0．

１３ 　0．

１４

１７ 　0．

１５ 　0．

１６ 　0．

１ ・ ２

３ ・ ４

１ ・ ２

３ ・ ４

4

１ ・ ２

３ ・ ４

4

511

3,750,000

11 600,000

　0．

480,000

350,000 5

　0．

5

460,000

１ ・ ２

３ ・ ４

9

8

１ ・ ２

３ ・ ４

1

1

1

1

1

18

小 計

伊
豆
市

１ ・ ２

３ ・ ４

一部減少（売
却による）　0.

4
１ ・ ２

３ ・ ２　2．

5
１ ・ ２

３ ・ ３　1．

【資産の種類】
該当する番号を記入してください。

1.構築物
2.機械及び装置
3.船舶
4.航空機
5.車両及び運搬具
6.工具、器具及び備品

【取得年月】
資産を実際に取得した年月日を記入
してください。

＊年号は昭和が３、平成が４、令和が５
です。

【取得価格】
当該資産の取得価額を記入してください。
「取得価額」とは、償却資産を取得するために
通常支出すべき金額をいい、据付費、運送費、
手数料、関税等、当該資産を事業の用に供する
ために直接要した費用を含みます。

【耐用年数】
当該資産の耐用年数を記入してください。
耐用年数は、昭和40年大蔵省令第15号
「減価償却資産の耐用年数等による省令」
別表第1、第2、第5、第6に掲げられている
耐用年数です。

課税標準の特例が適用される資産について
は、その旨を記入してください。

例)「特例15-26-1」
(地方税法制定附則第15条第26項1号を適用)

この部分（網掛け部分）は記入
の必要はありません。
（ただし電算申告の方は記入し
てください。)

※課税標準の特例がある場合は、
いずれの申告方法でも必ず記入
してください。

資産が減少した場合は、見え消し線を引
き、摘要欄に理由を記入してください。
減少した理由等については、売却、滅失、
移動、等の事項を具体的に記入してくださ
い。

●全部減少の場合

●一部減少の場合
※記入例は、1台15万円のｺﾋﾟｰ機を4台
所有していたが、うち1台を破棄した
場合です

資産を取得した場合は、資産の種類等必
要事項を追記し、増加事由に該当するもの
を○で囲んでください。

【増加事由】
1 増加取得 2 中古取得
3  移動による受入 4 その他
＊「4 その他」の場合はその事由を摘要
欄に記入してください。

記入欄が足りない場合は適宜用紙を追加し
てください。

記
入
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

取得価格60万円（数量４）のうち、15万円（数量1）分減少、残額45万


